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学識経験者からの見解聴取 議事録基データ 

 

１．協議概要 

 ・日 時：2018 年 8 月 6 日(月）15：30～17：00 

 ・場 所：熊本建築構造評価センター(熊本市中央区水前寺 6 丁目) 

 ・出席者：三井 宜之氏／熊本大学名誉教授、熊本建築構造評価センター理事長 

                           〃      構造評価委員会委員長 

      小川 厚治氏／熊本大学名誉教授、熊本建築構造評価センター構造評価委員会委員 

      牧野 雄二氏／熊本大学名誉教授、熊本建築構造評価センター構造評価委員会委員 

      熊本建築構造評価センター事務局 

      熊本市 総務局管財課 宮崎課長 

          都市建設局建築指導課 原課長 

            〃  建築審査室 粟田室長 

      安井建築設計事務所 

 

 

２．協議内容 

 ○熊本市 

   本日は、昨年度の熊本市本庁舎整備計画作成業務委託について説明させていただき、その後、

質疑を受けたいと思っている。 

 ○安井建築設計事務所 

   まず報告書の構成は、最初に整備計画の目的である本来の熊本の市役所の概要、耐震性能調査

の詳細、耐震改修案、その後は設備改修に伴うアスベスト等の課題の整理などをしている。 

最初に熊本市役所の概要は地上 15 階地下 2 階で塔屋 2 階。高さは約 64ｍ。竣工が昭和 56 年

10 月で、旧耐震扱い。高いほうが行政棟、低いほうを議会棟と呼ぶ。64ｍという高さは行政棟で

ある。建築基準法的に 1 棟だが、高層棟と低層棟の間にエクスパンションがあり、構造的には 2

棟という扱いである。 

   本庁舎、行政棟と議会棟の耐震性能の調査について説明する。行政棟が高層で地下部がＲＣ、

地上部がＳ造、議会棟が地上 6 階で低層部がＳＲＣ、3 階以上がＲＣである。2 の 1 ページでは、

行政棟は設計年度が昭和 54 年で旧耐震で既存不適格。2 の 2 ページで原設計とスペクトルで今回

の告示波は 2 倍近くの差があり、外部力に関しての旧設計の時代との差がある。2 の 3 ページは

行政棟の構造計画で、下がＲＣ系、上がＳ系。2 の 4 ページは議会棟の構造体で、同年度の設計

だが、法的な位置づけでは耐震性能は耐震改修促進法に基づいた手法でジャッジする必要がある。

2 の 5 ページは法的な課題で、行政棟と議会棟は特定天井があり、改修が必要である。行政棟は

手つかずだが、議会棟は、熊本地震の際に一部落下したため改修工事を行い完了した。 

2 の 8 ページが耐震安全性の目標で、要約が 2 の 10 ページの表である。庁舎として防災機能を

有する役割が求められ、耐震性能の分類はⅠ類で設計目標を定めている。Ⅰ類は人命の安全確保

だけではなく、機能継続も図られている建物にするということで、具体的には、議会棟は静的解

析をするが、重要度係数から通常の建物から 1.5倍以上確保が目標であり、Ｉｓ値換算で 0.6×0.9、

0.9 は地域係数、×1.5 で 0.81 が耐震性能の目標となる。行政棟は時刻歴応答解析でⅠ類指標は最

大層間変形角 1/00 以下、層塑性率 2 以下、部材塑性率 4 以下となる。 

添付資料３ 
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2 の 13 ページから今回行った具体的な調査で、内容は部材の断面調査、外観履歴、コンクリー

トの強度の標本調査である。その結果は 2 の 16 ページで、行政棟は、部材断面を調査したところ

設計図書通りの状況、建物外観は躯体が被災状況はなかったが、仕上げ材等で部分的な損傷が確

認された。建物の沈下傾斜等の計測でないことを確認している。コンクリートの強度は設計基準

強度以上の強度で中性化は部分的に進行している。鉄骨部材は、石綿が吹き付けてあるため、剥

がしての調査はできないが、図面調査を実施している。2 の 17 ページは議会棟で、設計基準強度、

外観はひび割れが多数見られ、傾斜は問題なかった。コンクリート強度は、中性化が見られたが、

設計基準強度は所定値を上回っていた。エキスパンションは、クリアランスが 150mm と確認し

た。 

2 の 28 ページは、行政棟が高層建物で、建物の固有周期を実測して、損傷の程度を別の視点か

ら調査した。2 の 31 ページの表 2 の 3 の 1 で、長辺と短辺で 1.5 秒弱の固有周期で、解析値とほ

ぼ同じで、シールの劣化や鉄骨の損傷などに起因する固有周期の周期化は無いと判断した。2 の

33 ページは地盤調査による地盤の動的特性を把握した。現地で 2 本ボーリングを行い、2 の 36

ページで地層構成は、礫、粘土、礫、粘土といった互層が続き、ＧＬマイナス 20ｍから礫質を主

体とする支持層があり、原設計のボーリング調査結果とほぼ同じである。2 の 37 ページの表の 2

の 4 の 3 がＰＳ検層の結果で、ＶＳ400 を超える工学的基盤はＧＬマイナス 30ｍぐらいであり、

当初設計とほぼ同じ結果を得られた。 

模擬地震動はＰＳ検層結果を用いて作成し、2 の 42 ページが設計用地震動。具体的には 2 の

43 ページの表の 2 の 5 の 1 で、サイト波 2 波、告示波 3 波、長周期波 1 波を作成した。サイト波

は、布田川断層の宇土区間、布田川日奈久の連動地震、南海トラフの日向灘沖、そして南海トラ

フを想定した長周期波、告示波で、その結果が 2 の 45 ページからで、2 の 46 ページは布田川日

奈久の連動を想定した設計用地震動だが、1 秒周期単位で 100 カインを超える大きさとなる。 

2 の 51 ページから解析結果の前に、今回の構造計画の概要で行政棟は両サイドが建物のコア形

状で鋼管を山形状に配置したブレス架構となっている。2 の 52 ページで山形ブレスが連なり、2

の 53 ページで議会棟はホールを抱えており、ロングスパンを飛ばすためプレストレストコンクリ

ートを採用している。 

2 の 55 ページの採用地震動では、観測波でエルセントロ、タフト、八戸、熊本地震の前震と本

震、これは消防署に据え付けられた気象庁のデータを使っている。告示波で、八戸位相、神戸位

相、ランダムの 3 波。サイト波で、日奈久連動、布田川単独のＮＳ、日向灘の海洋型。長周期波

で南海沖の地震。計 12 波の地震動を設定して解析を行っている。2 の 57 ページが議会棟で、診

断法は 2 次診断の目標Ｉｓ値が 0.81。 

耐力評価の結果で、行政棟は 2 の 61 ページで固有周期が 1 次モードの長手方向で 1.68 秒、原

設計 1.59 秒、固有周期測定結果 1.46 秒でほぼ同一である。2 次モードが 1.52 秒、固有周期計測

1.37 秒でほぼ同じである。応答結果は、2 の 62 ページで制限値 1/100 に対して、告示波が長手、

短手方向とも 4階から 10 階にかけて設計基準を満足していない状況であり、層間変形角は約 1/70。

2 の 63 ページで基礎の検討結果は、2 の 64 ページに杭に作用するものとして、鉛直荷重、地震

力、地盤の強制変形も考慮している。これらの重ね合わせとして杭の損傷評価をした結果が 2 の

65 ページでバツがツーヒンジ構造でせん断破壊する致命的な損傷が現れるもので、全体の杭の三

分の一である。2 の 66 ページで外装材は目標追従性が 1/100 以内で、ロッキング構造の穴を分析

し、変形角の追従性は、1/225 しかない。 

2 の 70 ページで議会棟は、目標値 0.81 に対して、例えば X 方向 2 階で 0.39、Y 方向 3 階で 0.46
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になる。2 階で低いのは、吹き抜けの長柱があり、建物が捻じれるという影響である。 

   3 章は耐震補強案だが、3 の 2 ページで補強方法の分類は耐震、制震、免震、3 の 4 ページで耐

震補強は、座屈拘束ブレスが 6 基 7 層分必要という結果である。3 の 5 ページの応答解析結果で

目標値を満足している。3 の 6 ページで制震補強は、エネルギー吸収効果が高いため 4 基 2 層か

3 層で済み、あわせて地震用ＴＭＤを設置し、クライテリアを満足している。3 の 8 ページから免

震構造で、基礎免震、中間層免震、中間層免震でも地上でやる中間層免震、三種類あり、3 の 10

ページで免震構造でのウイークポイントが、基礎免震で外周部に擁壁が要るが既存建物との間に

クリアランスがなく、中間層免震で縦動線と建物との間にクリアランスの確保が必要や、部屋の

用途を潰しすなど、かなりたくさん見られたので、可能性としてはかなり低いと結論づけている。

3 の 11 ページが比較表で居ながら補強が可能という判断からすると制震補強と結論付けている。 

以上が上部構造だが、3 の 12 ページから基礎の補強で、3 の 17 ページの補強図解では小さい

丸が 450φの鋼管杭で、損傷する杭のまわりに 4 本に打って補強をするものである。それだけで

は杭がもたないため、水平力を負担させるため建物外周部に大きな丸が場所打ち杭補強、二種類

の杭での補強となる。ただし鋼管杭を建物内部に打つとは現実的には設備機器がたくさん入って

おり、場所打ち杭は建物の外周部に打つには、実際には道路封鎖が必要で、これは困難ではない

かという結論に至っている。 

3 の 19 ページが外装材でＰＣ部材を全て取り換えで、3 の 20 ページでコの字に囲った赤い点

線部である。これは階段、エレベーターが使えないため、建物中央部に仮設用階段が必要となる。 

3 の 22 から議会棟で、目標Ｉｓ値 0.81 を上回るように補強し、例えば 3 の 25 ページで鉄骨ブ

レス、ひび割れ補修、開口部塞ぎの壁改修、新設壁といった補強でＩｓ値 0.81 を満足するが、機

能的には制約が出る。 

 ○熊本市 

   ご質問、ご意見等あれば頂きたい。 

○小川氏 

   今回使った強震記録は 45 カインか。 

○安井建築設計事務所 

50 カインに地域係数をかけている。 

 ○小川氏 

地域係数は、告示波でも考えているのか。 

○安井建築設計事務所 

   告示波の時にも考慮している。2 の 55 ページで、観測波の熊本地震については、地域係数は考

慮せず、正規の波を使っているが、観測波と告示波は地域係数を考慮している。 

 ○小川氏 

   それでは告示波の八戸と神戸にも係数がかかっている。 

○安井建築設計事務所 

   そうである。 

 ○三井氏 

   国から色々やっている地震動全ての評価を言われているのか、行政棟のようなものに対しても。 

○安井建築設計事務所 

   国から義務付けられているものは、主要な観測波 3 波と告示波が 3 波以上で、告示波若しくは

サイト波で、今回はどちらもやっている。 
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○牧野氏 

   制震など色々提案されているが、減築という案は無かったか。 

○安井建築設計事務所 

   減築をして地震力を減らし基礎を救うことだと思うが、構造的には二層、三層、四層削ってい

けばいつか救われることは出るとは思うが、今度は機能維持という意味からすると、失った機能

はどこかに移転する必要があるなど、別の問題が現れる。 

 ○牧野氏 

   しかし、それまで一緒に考える必要はないのかということである。 

○熊本市 

   熊本市としての考えは、今のものを使いながらどんな改修ができるかを検討して頂いていた。

今のものを減らしてとかいうのが想定していなかったので、どういった形でそのような検討が可

能かを考えさせていただきたい。 

○牧野氏 

   新聞に出ると、普通の市民からそういう考え方も出てくる。 

○小川氏 

   杭が厳しいのであれば、オイルダンパーというのは考えられないか。 

○安井建築設計事務所 

   オイルダンパーを使っても、反力は建物に入ってくるので、絶対的な慣性力を減らすことは難

しいが、生起時刻をずらすということは可能だと思う。 

○小川氏 

   断面とダンパーの力が違ってくるから、杭の内部はかわせないか。 

○安井建築設計事務所 

   そういう側面からの検証はもちろんしているが、単純な長振動ではずれて助かるが、今回のラ

ンダム振動では大きくはずれないという事象があり、効果的でなかったという結果であった。 

○熊本市 

   私たちも経験がないが、こういう地震波を使うと、こういう結果になるのか。 

○安井建築設計事務所 

   基本的に超高層で告示波は、今回のように、ある階で出るというのは、まま見られる。 

○小川氏 

   構造解析であればこのような感じである。 

告示波というわけでなく、観測波、サイト波でも、こういう形に出ることはあるのではないの

か。 

○安井建築設計事務所 

   ありうる。 

○小川氏 

   例えば 2 の 62 ページで、相対的に見ると、12 層、13 層あたりで非常に大きくなっているもの

ある。だから特定の層が大きくなっているわけでもないであろう。 

○安井建築設計事務所 

   中間階が膨らむのは、1次モードと 2次モードが重なり合うところが膨らむということである。 

○小川氏 

  なるほど。 
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○安井建築設計事務所 

   ご指摘のところで、上が膨らんでいるのは高次モードを拾って高層が膨らんでいる。 

 ○三井氏 

   今回の熊本地震で構造体には、ほとんど何も無かったというのはどういうことだったのか。 

○安井建築設計事務所 

   2 の 2 ページにスペクトルを書いているが、熊本地震の前震と本震と、建物の周期帯を重ねる

と、1.5 秒周期帯というのは、前震も本震も少しずれた周期帯、低いレベルにあったというのが幸

いしたと思う。これが 1 秒周期帯となると 160 カインが加わるので、議会棟は天井が落下してい

るが、あれは建物としては低いから零点何秒で、こちらに近かったのだろう。 

 ○三井氏 

   なるほど、こういう。 

 ○小川氏 

   原設計では、どれくらいの地震動を仮定しているのか。エルセントロか。 

○安井建築設計事務所 

   エルセントロの 0.9 掛けしたものである。 

 ○小川氏 

   0.9 掛けならば、やはり 45 カインか。 

○安井建築設計事務所 

  いや違う、当時は 0.8 掛けている。山下設計だったが、色々文献調べて 0.8 が妥当という結論

で設計は 25 カインである。 

○小川氏 

   今回使われているのは、法律は別として世間相場並みに使われているものと考えていいか。 

○安井建築設計事務所 

   世間相場である。 

○三井氏 

   熊本市としては、南海トラフの対応などを想定して、やったということであろう。 

○熊本市 

   そうである。熊本地震を経験し、今後長く長寿命化する際に、南海トラフなど様々な地震があ

っても防災拠点として使い続けられるかを確認するのがこの調査の目的であった。 

○牧野氏 

   難しい話は分かるが、市民に説明するなかでは減築したらこうなるが他所に要るという話はど

うか。また熊本城の天守で基礎がやられないように制震ダンパーを入れて工夫している。市庁舎

も同じようにできないか。甘い話かもしれないが、制震ダンパーの低減性もこういう状況で小さ

くできないといった説明が必要になるのではないか。やはり減築とか、オイルダンパーとか考え

る項目に入れる必要はあると思う。そうでなければ、なかなか皆さんの納得は難しい。 

○安井建築設計事務所 

   二つのことは、まあ別途課題点を含めて見極めがいる。例えば、機能性の面でも。 

 ○牧野氏 

   減築というのは、普通の一般市民でもすぐ出てくる。これを検討しないと。 

 ○三井氏 

   周りもそれで憶測しがちである。 
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 ○熊本市 

   市のホームページで、60ｍを超える超高層建築物ということを出しているので、減築すればな

ど、世の中すぐそうなる。そこへの説明は、熊本市として必要はあると思っている。 

○三井氏 

   上のほうは使わないなどという案はどうか。 

 ○牧野氏 

   やっぱり頭をカットしないと。 

 ○三井氏 

   いやいや、カットすると、やはり色々と問題はある。鉄骨を切るなんて半端ない。 

○安井建築設計事務所 

   工事の余裕などないし、工事中どうするといった話もある。 

 ○三井氏 

   空っぽ案は冗談だが。花畑別館でやる時に、避難場所として使うとか。 

 ○牧野氏 

   避難しようというわけでなく、行政は滞ったらいけないということであろう。 

 ○熊本市 

   指揮所部門だけを移せばいいという話もかもしれないが、行政棟は制震とか免震とか方法があ

っても、どうしても基礎の部分が対応できないというのが一番ネックである。 

 ○三井氏 

   どこかが駄目になっていたなら言いやすいだろう。それがやられてない。その点から言えば、

そんなに耐震性の建物、悪い建物じゃないはずだとも思ってしまう、熊本市民としては。 

 ○小川氏 

   見方によっては、これはもう一つ拠点を持つぐらいしか解決できない。 

○安井建築設計事務所 

   やはり防災拠点として手を打っていくという観点が大事である。もし地震が起こったらただ事

では済まないはずである。熊本市の防災拠点の理想的な姿という観点で考える必要があり、同じ

ように、どの自治体でも継続使用性がなくて使えない庁舎が今建替えの話が結構出ている。 

 ○牧野氏 

   防災拠点という役目は何を考えたものか。 

 ○安井建築設計事務所 

   避難所ではない。 

 ○牧野氏 

   そのとおり、そこは災害が起こった時に機能する役目をする。その部分は別に花畑別館にでも

作ればいいという話もある。 

 ○三井氏 

   これについては、どのようにやっていくつもりなのか。 

 ○熊本市 

   今回、この調査結果について意見を伺い、議会など話をさせていただければと思っている。 

 ○三井氏 

   すぐにこれに基づいて進めますよというのは、それはちょっとどうか。この結果では、もう建

て直すしかない。敷地外に杭なんてできない。電車通りなんて渋滞になる。だから、今のこの調
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査はこれであろうと思う。まともにやればこういうことになる。そういうのは良く分かる。それ

を受けて、どうするかということで、次のステップに進めていくことが必要ではないか。 

 ○熊本市 

   まず我々としても昨年度の結果について、なにか別な工法があるかということをまずお伺いし

たいというので今回ご意見を伺っている。当然、議会等を含めて議論していく次のステップがあ

ると思っている。 

○三井氏 

   減築の問題にしても、各々言い出したら収まりがつかなくなる。第三者としての意見が欲しい

という話になった時に、粗方はいいが、こちらは技術的という範囲で、先ほど出たメニューがあ

るのではというところである。先ほど 1.5、1.25、1.0 とあったが、1.25 ならどうなるか。 

 ○安井建築設計事務所 

   時刻歴応答解析ではⅠ、Ⅱ、Ⅲという区分けがなくて、Ⅰ類か、だめかということのみ。 

○小川氏 

   Ｉｓで言えば 0.81 というのがあったが、どう関わるか。 

○安井建築設計事務所 

   議会棟の話であり、議会棟は行政棟と基準が違う。 

○小川氏 

議会棟なら 1.5でなく 1.25 にすれば小さくなるのか。行政棟は超高層なので別次元の話として。 

 ○熊本市 

議会棟は耐震補強できるような話にはなるが、時刻歴応答解析でやっている行政棟は非常にハ

ードルが高いということである。 

○三井氏 

困っているであろう、本当に建替えぐらいしかないという環境ではある。今の設備の改修は要

るのであろう、耐震性とは別にしても。 

○熊本市 

   設備改修は必要になる。 

○三井氏 

その時に、建物の将来性を考えた耐震性をどう絡めていくかは難しい。設備は替えないと、相

当傷んでいるはずである、36 年経っているのであれば。 

○安井建築設計事務所 

   今回の報告書では四案検討し、一案は設備改修だけ行うというものである。防災拠点としては

位置づけずに継続利用する。その代わり設備がかなり傷んでいるので、改修だけを行う案である。 

 ○三井氏 

その際に、少しでも建物の耐震性能が向上できないか。構造に手を付けないのはちょっと。 

○熊本市 

ただし、これは建築確認が不要なところだけに手を入れるという案であり、構造改修などで建

築確認が必要となると、今の話に戻る。 

○安井建築設計事務所 

改修にも、アスベストのため、その対処にかなりの期間とお金がかかり、ままならない。現状

では封じ込めをやって、正常化はしてある。 
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 ○三井氏 

   そこは中心地で浸水がきたら持たない。堤防はあるが、集中豪雨がきたらひとたまりもない。 

 ○牧野氏 

   昭和 28 年の水害を考えれば、あれから河川改修はされているが、下通や通町は水浸しであった。 

 ○三井氏 

   防災というのは地震だけでなく、確率的にはこちらが大きい。それにしても地下にあるものは

持っていけない。地下にボイラーがあっても何にもならない。だから上に上げないと。 

 ○牧野氏 

   だが、これは昭和 56 年の建物で仕方があるまい。 

 ○安井建築設計事務所 

   耐震改修の場合は、補強とともに下の設備をある程度 4 階に上げる。設備改修だけの場合は、

構造補強できないので地下に残ったままとなる。 

 ○三井氏 

   設備改修だけの場合でも、色々課題がある。 

 ○牧野氏 

   もう少し検討の幅を今後広げないと、なかなか難しい。耐震安全性のために、今の検討で充分

だと言うには、もう少し言及を広げて検討した上なら、これでという話はあると思う。 

 ○熊本市 

   先ほど三井先生が仰った、鉄骨を切る時に簡単に切れないとはどういう意味か。 

 ○三井氏 

   色んな振動、音、粉塵の問題も出てくるし、そう簡単には切れない。防水対策も必要。全部壊

してしまうのであればいいけれど。設備が上にどれだけあるかも関わる。 

 ○熊本市 

   今、15 階に設備があるので、そこが大きいところではある。 

 ○牧野氏 

   だが減築はやれないこともないのでは、ということも考えてほしい。ここの荷重を落とすのは

考え方としてはあっても、現実に施工は難しいことはあると思う。やはり市民は減築を誰でもす

ぐ頭に思う。これを外したら何考えているのかという感じになり、避けて通れないと思う。 

 ○三井氏 

   やろうとされていることは分かった。今の時点でそうですかとはなかなか。 

 ○熊本市 

   今日伺った意見を踏まえて、再検討させていただいて、もう一回やらせていただきたい。 

 ○三井氏 

   こういったことは市では議会に報告しなければならないのか。 

 ○熊本市 

   予算を頂いて調査したものはそうである。 

 ○三井氏 

   もう少し別のところで詰めていくことはできないか。公になれば、すぐに知れ渡り、色々言い

出したら拡散してどうしようもなくなる心配もある。 

 ○牧野氏 

   本当にあの建物であれば、やはり色々な意見が出てくる。 

 ○熊本市 

   今後、色々検討させていただきたいと思う。今後ともどうぞよろしくお願いする。 
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学識経験者からの見解聴取 議事録基データ 

 

１．協議概要 

 ・日 時：2018 年 8 月 28 日(月）10：00～12：00 

 ・場 所：熊本建築構造評価センター(熊本市中央区水前寺 6 丁目) 

 ・出席者：三井 宜之氏／熊本大学名誉教授、熊本建築構造評価センター理事長 

                           〃      構造評価委員会委員長 

      小川 厚治氏／熊本大学名誉教授、熊本建築構造評価センター構造評価委員会委員 

      牧野 雄二氏／熊本大学名誉教授、熊本建築構造評価センター構造評価委員会委員 

      熊本建築構造評価センター事務局 

      熊本市 総務局管財課 宮崎課長 

          都市建設局建築指導課 原課長 

      安井建築設計事務所 

 

２．協議内容 

  ○安井建築設計事務所 

はじめに基礎杭への影響を減ずるオイルダンパーについて説明させていただきたい。 

まず前回ご指摘のあった熊本城復旧計画の場合については、図１をご覧いただきたい。 

熊本城は昭和 35 年に現在の姿に築造され、その際、天守閣はコンクリート杭にて支持される基

礎形式となった。今回の耐震性の強化の検討においては、当初の復旧計画では、鉄骨などを使っ

て建物本体を剛にする耐震補強の計画であったものの、建物本体を剛にした場合、杭に作用する

地震力は、補強前よりも過大になることが判明した。そのため、制振補強を採用し、耐震補強よ

りも杭に作用する地震力を低減する計画となった。 

次に、熊本市の本庁舎の建物の補強提案については、建物を剛にして地震に耐える耐震補強と

すると、やはり杭に作用する地震力が補強前に比べ、むしろ過大になることから、今回は、杭に

作用する地震力を極力小さくするため、建物を必要以上に剛にすることを避けた制振ダンパーに

よる制振補強という工法を採用し、それに基づいて杭の検討を行っている。また、制振構造特有

のエネルギー吸収能力や位相差も考慮して杭に採用する地震力を検討している。このようなこと

から結果的には熊本城復旧計画と同様の考え方で杭の検討を行うこととなった。そのような検討

を行った結果、本庁舎の基礎杭に対しては顕著な効果がみられなかったものである。 

○小川氏 

   今回設定した地震波のなかで、基礎杭の損傷が大きくなる地震波の種類は何か。 

 ○安井建築設計事務所 

告示波とサイト波であり、この 2 種類の地震波が基礎杭に及ぼす影響はほぼ同程度であった。 

○小川氏 

オイルダンパーによる基礎杭への影響の検討を行う際に、オイルダンパーの配置の設定はどの

ような考え方で行ったのか。 

○安井建築設計事務所 

基礎杭への影響を極力低減化させるような、オイルダンパーの配置を組み合わせた上で検証し

たが、顕著な効果が見られなかったところである。 

 ○小川氏 
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そこまでやって杭の損傷が避けられないのであれば、このような手法にはやはり限界があり難

しいのだろう。 

○安井建築設計事務所 

次に減築について説明させていただきたい。 

高さ方向に建物を減築することについて、その影響を述べると、まず上部架構については、図

２をご覧いただきたい。最上階がハットトラスにて一種のメガ架構を形成しているため、上層階

から解体する場合にはそれに代わる架構形式の大幅な見直しが必要となる。また、外装材の変形

追従性が小さいため、減築の有無に依らず、外装材の取り換えは必要となる。 

次に下部架構については、杭の耐震設計では、表１に記載のとおり、地震力、いわゆる慣性力

と、地盤の変形を考慮する必要がある。減築を行うことにより、杭に作用する地震力、いわゆる

慣性力を減らすことは可能となるが、一方、本庁舎の建設地は、表２に記載のとおり、粘土と砂

礫が交互に出土する互層であるため、相対的に柔らかい粘土層に生じる地盤の変形が杭に及ぼす

影響が大きいことが判っており、この地盤の変形による影響は減築しても減ずることができない。 

このようなことから、図３に記載のとおり、減築によって地震力、いわゆる慣性力を減じるこ

とができた場合でも、地盤の変形による影響が大きいため減築による基礎杭損傷の低減効果は低

く、杭頭部は減築によってある程度の損傷を回避できるが、致命的な損傷となる杭中間部の損傷

を回避できないという結果となった。 

補足ではあるが、減築による意匠や設備などのその他の影響について述べると、まず執務床が

減少するため、それに見合うスペースを近隣に賃借する必要が生じるとともに、現状より市役所

機能が分散することとなり、機能性が低下することになる。次に、現状で最上階は設備機械の置

き場となっており、減築前に設備機械を別置するためのスペースが必要となり、現状の執務スペ

ースにそのような別置スペースを設けるには職員の執務スペースの移転が必要となる。次に、エ

レベータの改修が必須となる。次に、居ながら改修となるため、工事中に発生する音や振動、ほ

こりなどにより執務環境が悪化するとともに、工事中の仮設も含め、減築によって損なわれる屋

根防水などの対策まで必要となる。 

○牧野氏 

  基礎杭の強制変形については、どのように応力計算を実施したのか。 

 ○安井建築設計事務所 

地震による地盤の歪みを荷重に変換し、応答変位法により基礎杭の検討を行った。 

 ○牧野氏 

本庁舎の基礎杭について、減築による損傷の低減効果がこんなに低い理由は何であるのか。 

 ○安井建築設計事務所 

減築により、上部架構に作用する地震力は減ずることはできても、地震による地盤の強制変形

は地盤そのものに起因するため、減ずることができない。本庁舎の地盤が礫層と粘土層の互層に

なっているため、地震時には粘土層で力が加わって強制変形が大きくなる。そのため杭中間部で

破損するものが多数存在し続けることになる。そもそも建設当時は、基礎杭に対する耐震性能と

いう概念がなかったことが大きな要因と考えられる。 

○三井氏 

本庁舎は、最上階のトラスと南北端部のトラスが繋がることで、きれいなメガストラクチャー

架構を形成している。最上階を撤去するのは、建物全体の構造形式に与える影響が大きすぎると

思う。 
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   地盤の特性で杭がやられるのはそうだろう。前回からの話も含めて、減築でカットするのは課

題が多くて現実的とは思えないし、手法として難しいだろう。 

   建物本体よりも、これだけ基礎杭に損傷を受けるものが多くて駄目であれば、まるごとやり直

すようなものであり、増杭などの耐震改修が困難となるのは当然で当たり前であろう。ただし、

この調査結果は結果として受け止めた上で、熊本市としてどのような対応を図っていくかは、慎

重に考えてほしい。 

 ○熊本市 

   そのようなご意見があったことはしっかりと受け止め、必ず議会等にもお伝えしたい。 

 ○三井氏 

今後は、地震対策だけでなく、水害対策も含めて、総合的に考えていく必要があると考える。 

 ○熊本市 

   ご指摘のとおりだと考えており、今後の検討においては総合的な災害対応を図っていきたい。 

 ○三井氏 

マスコミの報道が煽るようなものにならないよう十分に配慮しておいてほしい。 

 ○熊本市 

   可能な限り努力したい。 

 ○三井氏 

このような庁舎の耐震性の問題はどこの都市でもあるのではないか。 

 ○熊本市 

他都市でも同様なケースがよく見られ、既に改修や建替えを実施した自治体もある。 
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※ 説明時に使用した図面 

 

○図１ 熊本城復旧計画概要 

 

※1 「第 2 回熊本城復旧基本計画策定委員会議事録、平成 29 年 9 月」より 

※2 https://tech.nikkeibp.co.jp/atcl/nxt/column/18/00251/040600001/より 

 

 

○図２ 構造計画(行政棟・立面計画) 

 

 

(b) ブレース付ラーメン架構 

(ブレースは鋼管ブレース) 

軸組図(南北(X 方向)方向) 

(a) 鉄骨造 

(a) 鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 

及び鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 

(d) 場所打ちコンクリート杭 

ハットトラス 

一種のメガ架構 
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○表 1 地震動時に杭の耐震設計で考慮すべき事項 

 地震力 地盤の変形 

略図 

 

 

 

 

減築による影響 減築により小さくなる 減築しても小さくならない 

 

○表 2 ボーリング柱状図および地質層序表 
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○図３ 地震動時における杭・基礎の損傷状況 

 

 

B2 階基礎 

B1 階基礎 

凡例 

無印：無損傷 

△ ：杭頭の部分的な損傷 

⇒減築による低減可能性有 

 

× ：杭の中間部破壊、 

せん断破壊など 

致命的な損傷 

⇒減築よる低減効果低い 

 

 

 

 

杭頭部 

⇒減築によって 

ある程度の損傷 

を回避できる 

杭頭 

杭下端 

応力の足し合わせ 

 

減築によって損傷低減可能 

杭頭 

杭下端 

減築による損傷低減効果は

低い 

応力 

(減築前) 

応力 

⇒減築によっ 

て低減不可 
杭中間部 

⇒減築によって 

損傷を回避でき 

ない 

杭頭 

杭下端 

地震力 地盤の変形 地震力+地盤の変形 

総合判定とし、減築よる損傷

低減効果は低い 
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学識経験者からの見解聴取 議事録基データ 

 

１．協議概要 

 ・日 時：2018年 8月 24日(金）11：00～12：00 

 ・場 所：東京理科大学葛飾キャンパス(東京都葛飾区新宿 6-3-1) 

 ・出席者：高橋 治氏／東京理科大学工学部建築学科教授 

            (公財)東京都防災・建築まちづくりセンター耐震改修計画評定委員会委員 

            日本 ERI株式会社耐震判定委員会委員 

      熊本市 総務局管財課 宮崎課長、廣岡参事 

      安井建築設計事務所 

 

２．協議内容 

 ○熊本市 

   今日はお時間を取って頂いて感謝申し上げる。本市は平成２８年に熊本地震を経験し、昨年度

に本庁舎に関する調査を実施した。老朽化した設備等の改修方法や耐震性能を満たしているかと

いうことを確認するために行ったが、結果としては、耐震基準を満たしておらず、耐震改修も実

現が難しいというものだった。この結果について、学識経験者から見解を頂きたく参ったところ

である。 

 ○安井建築設計事務所 

   私どもから概要の説明をさせて頂きたい。 

熊本市役所本庁舎は、熊本城の目の前で、電車通りの沿線である。原設計は山下設計であり、

行政棟が地下 2 階地上 15 階の鉄骨造の建物で高さが 60ｍを超えており、議会棟は地上 6 階の鉄

骨鉄筋コンクリート造の建物である。 

 ○高橋氏 

   行政棟は何メータなのか。 

 ○安井建築設計事務所 

   64ｍであり、建設当時に大臣認定を取得した建物で、議会棟と行政棟はエクスパンションで分

離されている建物である。 

 ○高橋氏 

   建設は同時期か。 

 ○安井建築設計事務所 

   同時期である。行政棟は両サイドコアが上がる形になっている。 

 ○高橋氏 

   コアは途中からラーメンか。 

 ○安井建築設計事務所 

   コアは鋼管ブレスが入っている。ベースコラム加工で、比較的正形な建物になっている。 

 ○高橋氏 

   その建物には杭はないのか。 

 ○安井建築設計事務所 

   場所打ち杭があり、当時は拡底が無かったため杭径 1200 から 1800 ぐらいのストレート杭で、

当時は耐震設計という概念が無かったため、設計上の解析がなされていない。ただ先見の明はあ

添付資料４ 
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ったのか、杭に鉄筋が僅かではあるが入っていた。 

 ○高橋氏 

   断面はどうなっているのか。 

 ○安井建築設計事務所 

   鉄骨で、柱はボックスを使っており、ユニバーサルでなく、550角のビルドボックスであった。 

 ○高橋氏 

   何階建であったか。 

 ○安井建築設計事務所 

   15階である。 

 ○高橋氏 

   550であればいけるであろう。図面どおりならすごいが、施工はどこか。 

 ○安井建築設計事務所 

   施工は大成建設である。議会棟は、上のほうで飛んでいるので、部分的にＰＣが使われている。 

 ○高橋氏 

   プレストレスも使っているのはすごい。なにか地震で被害はあったか。 

 ○熊本市 

   議会棟は天井が落ちた。 

○熊本市 

   階段部分などにヒビ割れが入っている。 

 ○安井建築設計事務所 

   また、ドラスティックなのが、設計のファサード上の見せ方で柱を抜くために、ここを引っ張

っている。そのために、ちょっと偏心が出ている。 

 ○高橋氏 

   両方、時刻歴で検討したのか。 

 ○安井建築設計事務所 

   行政棟が時刻歴で、議会棟が耐震診断、Ｉｓ評価である。 

 ○高橋氏 

   議会棟の構造は。 

 ○安井建築設計事務所 

   下部がＳＲＣで、3階から上がＲＣである。  

○高橋氏 

   行政棟の入力地震波は別に 1.5倍しているわけではないのか。 

 ○安井建築設計事務所 

   そのようにはしていない。 

 ○高橋氏 

   時刻歴でやればⅠ類相当ということか。 

 ○安井建築設計事務所 

   そういうことである。 

 ○高橋氏 

   使った地震波は告示波か。 

 ○安井建築設計事務所 
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   サイト波も使っている。これらの内容を一覧表にして、法律の 1号、2号、3号に照らし合わせ

てまとめた。先ほどの上部構造は第 4号に関ってくるが、現状 70分の 1でブレス補強できるが、

苦しいのが基礎と外装材である。杭は増杭しないと耐えることができず、外装材は、225 分の 1

までしか追従できてない。 

 ○高橋氏 

   ＡＬＣか。 

 ○安井建築設計事務所 

   ＰＣだが、ルーズがきっちりになっている。 

 ○高橋氏 

   昔はそうであった。 

 ○安井建築設計事務所 

   外装材は全部取り換えしないとだめという見込みである。 

 ○高橋氏 

   ＲＣと鉄骨の調査の結果はどうであったのか。 

 ○安井建築設計事務所 

   報告書のほうで説明したい。まず報告書の構成は、1章で目的、2章で耐震性能の現状、3章で

補強案の提案で、今日ご説明するのは、2章と 3章になる。2章から説明すると、最初に法的な位

置づけを書いている。次に、地震力の違いをスペクトルで比較しており、ほぼ 1.5秒周期単位で、

1.5倍ぐらいの地震力のパワーの違いがある。設計当時は山下設計が色々な文献を当たって、発生

確率を調査された。 

 ○高橋氏 

   エルセントロ、タフトだけじゃないのか。 

 ○安井建築設計事務所 

   当時の発生確率を調べつつ、エルセントロ、タフトに、8掛けをしている。 

 ○高橋氏 

   40カインか。 

 ○安井建築設計事務所 

   40 カインである。1 次設計は 25 でやっている。議会棟については、行政棟とエキスパンショ

ンで切れており、特定天井がある。 

 ○高橋氏 

   特定天井は議会棟の大空間だけか。 

 ○安井建築設計事務所 

   議会棟の大空間と行政棟のホールが特定天井になっている。議会棟のほうは落下があり、改修

設計されて補修は終わっている。 

 ○高橋氏 

   一日目と二日目だと、二日目か。 

 ○熊本市 

   落ちたのは二日目である。 

 ○高橋氏 

   熊本地震はどこの地震波を使っているのか。 

 ○安井建築設計事務所 
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   1 キロぐらいの距離の消防署の公表記録である。設計目標はⅠ類庁舎であり、静的解析ではＩ

ｓ0.81をクリア、動的解析では層間変形角 100分の 1以下、層塑性率 2以下、部材塑性率４以下

が目標となる。次に躯体の劣化調査では部材断面調査、コンクリート強度等を調べており、一覧

表にしたものが 2の 16ページである。まず行政棟は、断面調査では設計図通りの配筋、外観調査

は特に問題が無かったが、鉄骨部にアスベストが吹き付けてあり、具体的な接合部の破断などは

確認できなかったが、アスベスト自体が落下しておらず、それほどの被害は加わっていないとい

う見込みである。それから、レベル測定、傾斜量測定をしたが、問題ないレベルだった。コンク

リート強度は FC24に対して強度はあった。 

 ○高橋氏 

   24.6。 

 ○安井建築設計事務所 

   そうであるが、中性化はやはり進んでいた。それから、鉄骨の断面調査はアスベストがあるた

め、図面調査しかできていない状況である。議会棟は、断面は設計図書通り、外観、中性化の進

行とともにひび割れがあった。レベル計測は問題ない。コンクリート強度は FC21 に対して 30、

40で強度は充分にあった。また行政棟の固有周期計測についてピックアップを入れてやっており、

1.5秒弱の周期を確認している。 

 ○高橋氏 

   1.5秒なら、0.0251ほどか。 

 ○安井建築設計事務所 

   0.027ぐらいである。 

 ○高橋氏 

   では、固めというより、普通であろう。最近の超高層は 0.025ぐらいである。 

○安井建築設計事務所 

   設計の解析値と比較すると、ほぼ一緒であった。 

   現地調査では、地盤調査でＰＳ計測をしており、柱状図では礫、粘土、礫、粘土といった互層

で現設計と一緒であった。ＧＬマイナス 20ｍの礫層を狙って場所打ち杭を打っている。 

 ○高橋氏 

   床付けはどうなっているか。 

 ○安井建築設計事務所 

   地下 2階が約 10ｍである。 

 ○高橋氏 

   底も悪くはない。 

 ○安井建築設計事務所 

   現設計通りで 25ｍ辺りが工学的基盤になる。この調査結果をもとに地震動を作成し、サイト波

は布田川宇土区間を想定した地震動、布田川日奈久連動の地震動、南海トラフの日向灘、それか

ら長周期波、告示波といった種類の地震動を作って検証を行っている。その結果、サイト波は布

田川日奈久で床付けのレベルで約 100カインとなっている。 

 ○高橋氏 

   方向性はどうなっているか。 

 ○安井建築設計事務所 

   建設地に向かって破壊断面が進行するようなモデルで検討している。 
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 ○高橋氏 

   それがドップラー効果で一番大きくなる。告示波やサイト波も同じ程度か。 

 ○安井建築設計事務所 

   ほぼ 100カインぐらいである。地震動をまとめたものが、2の 55ページとなり、観測波でエル

セントロ、タフト、八戸、熊本の前震、本震。それから告示波で八戸、神戸、ランダムの 3 波、

サイト波で宇土区間のＮＳ、布田川日奈久連動のＮＳ、日向灘といった波で解析をした。 

   固有周期が、今回設計の解析値が 1.68秒、現設計が 1.59秒で、計測結果が 1.46秒という結果

で、2次モードは短手方向に揺れて 1.5秒近辺という結果になっている。 

   解析結果の応答層間変形角は告示波で決せられている状況である。次に基礎の検討で慣性力と

強制変形のどちらも解析しており、礫、粘土、礫、粘土という地盤で、粘土のところで力が加わ

って、バツ印の杭が強制変形の影響をもろに食らってツーヒンジ状態という状況になっている。 

 ○高橋氏  

   鉄筋は無いのか。 

 ○安井建築設計事務所 

   鉄筋はあるのだが、ちっぽけであった。外装材は追従性が 225分の 1しかない。 

 ○高橋氏  

   建物を直すにも、これとアスベストがきつい。 

 ○安井建築設計事務所 

上部構造の補強のタイプとしては耐震、制震、免震とあるが、耐震補強では座屈拘束ブレスを

6面 6層で層間変形角を抑える案。制震補強ではオイルダンパーで、4基を 5層程度で配置し、建

物の上部に地震用のＴＭＴの合わせ技でもって、層間変形角を抑えるという案。それから免震の

レトロフィットで、基礎免震、中間層免震、中間層でも地上部の中間層とあり、課題をまとめる

と、敷地いっぱいに建っているので、擁壁作る余裕がないなどがある。一覧表で耐震、制震、免

震のメリット、デメリットをまとめると、制震がいいと結論付けている。 

下部架構では、増杭として、ツーヒンジの杭に 450φの鋼管 4 本打って鉛直性能を担保し、水

平性能のために建物外周部に場所打ち杭を打つ案だが、机上ではいいが、実際工事は困難である。 

道路を一年近く封鎖して現実的かという課題が付きまとう。 

 ○高橋氏  

   道路は混んでいたと記憶している。 

 ○安井建築設計事務所 

   それから外装材は全取り換えになる。 

 ○高橋氏 

   これは仕方ない。 

 ○安井建築設計事務所 

   議会棟の補強は 0.81をクリアしようと思うと、ブレスや増壁で結構な補強量になっている。 

 ○高橋氏  

   1.5倍で 2次診断は苦しい。時刻歴でやりたくなるぐらいである。仕方がない。官庁営繕の本。 

 ○安井建築設計事務所 

   それも参考にしながらやっている。以上が今回の調査結果である。 

 ○高橋氏  

   だが、建替えの時は移動しなきゃいけないはず。 
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 ○熊本市 

  そこの部分は今後本格的に材料を揃えながら議論していくことになると思っている。 

 ○高橋氏  

   引っ越せる場所はあるのか。 

 ○熊本市 

   今は無い。 

 ○高橋氏 

   新耐震でないから当たり前である。色々言われても困るはず。どこの町でも起こることである。 

 ○安井建築設計事務所 

   熊本市がプレス発表された内容を受けて新聞等で記事にされた。 

 ○熊本市 

   市議会で報告させた頂いた内容を受けての記事になっている。 

 ○高橋氏  

   どちらも影響は大きい。このまま置いといてもアスベストがあるし、崩れてアスベストが出た

ほうがもっと危ない。 

   あんまりみんな言わないが、たまたま市内が小さかったから良かったと思う。だって、益城な

ど、あのへんと同じものがきていたら、ダメである。 

   今の話であれば、普通の審査機関でやる耐震補強や耐震診断の内容の検討は終わっている気が

する。やっていることは、丁寧にやっていると思う。構造以外のところは、意外に話が大きいこ

とを、ちゃんと伝えたほうがいいと思う、周りに。予算も構造以外のところも計算しているか。 

 ○安井建築設計事務所 

   計算している。 

 ○高橋氏  

   そちらの方が大きいであろう、杭と外装とアスベスト。 

 ○安井建築設計事務所 

   そうである。 

 ○高橋氏  

   それと天井か。本体構造と関係ないところである。 

 ○安井建築設計事務所 

   結構ウェイトが高い。熊本市は防災拠点の要になると、この建物が。 

 ○熊本市 

   もちろん、ここが本部になる。 

 ○安井建築設計事務所 

   熊本の先生方で、防災拠点要らないと言えないかという話もあったが。 

 ○熊本市 

   そういう訳にはいかない。本庁舎というものが消えたら、益城など、どのような状態になるの

かを間近に見ている。 

 ○高橋氏  

   新庁舎を建てといて、こっちは 1.5を外すとかはあり得るかもしれない。 

 ○熊本市 

   本庁舎は必ず 1.5という形で。 
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 ○高橋氏  

   それはそうだろう。 

   ただし、鉄骨の調査ができないから、何とも言えないところがある。鉄骨の調査をしたら、も

っと悪いかもしれない。 

 ○安井建築設計事務所 

   もしかして剥がしたら、何かあるかもしれないということか。 

○高橋氏  

   今は溶接が完璧という計算であろう。柱、梁が全て完璧なんてない。隅肉とか発見してしまう。 

 ○安井建築設計事務所 

   図面では突き合わせなのに、現地では隅肉といったことか。 

 ○高橋氏  

   突き合わせでやっていても、調査すると何割かは欠損している。新築であれば直すだけだが現

場でも 2、3パーは出る。 

 ○安井建築設計事務所 

   それを今はフルで計算している。やはり当時の溶接はあまり厳しくなかったこともある。 

○高橋氏  

   今のように竣工時の検査とかやってない。だから蓋を開けてみれば予想される。心配なのは、

もっと悪そうだということ。 

   色々な東京の評定審査の委員をたくさんやっているが、工事が始まって調査したらダメだった

ので、補強増やすといったことが多い。庁舎や駅やデパートなど、再評定の出し直しが多い。   

1、2割は蓋開けたら全然違ったと出し直しをしている。その可能性は高い。 

 ○安井建築設計事務所 

   今日は、熊本市の依頼を受けた検討内容を確認していただくことで、内容が妥当かという点で。 

 ○高橋氏  

   東京の審査機関が審査しているものよりも、時刻歴を実施して、地震波について、告示波だけ

で終わらず長周期まで網羅して良くやっていると思う。それに杭もちゃんとやっていると思う。 

 ○安井建築設計事務所 

   免震レトロフィットした建物の地盤の基礎については。 

 ○高橋氏  

   ノータッチの案件がある。逆にタッチすると、住民とか、周りに説明がめんどうくさくなると

でも思っているのだろう。杭は押し込みも考えているのか、水平だけか。建物の変動軸力だが。 

 ○安井建築設計事務所 

   それも考慮して杭の検証をしている。 

 ○高橋氏  

   そこは免震にすると助かる。 

○安井建築設計事務所 

   現実的には制震と思うが。基礎免震だと敷地いっぱいであり、免震も難しい。 

 ○高橋氏  

   やっていることの評価だったら、他の先生や、他の事務所よりも良くやっていると思う。 

 ○熊本市 

   今回、耐震改修が困難という結果については。 
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 ○高橋氏  

   困難だと思う。自分も設計できるから、手法としては制震と思う。 

 ○安井建築設計事務所 

   制震が一番現実的と考えている。 

 ○高橋氏  

   現実的であろう。制震部材はオイルダンパーだけでなく、ＴＭＤは入れたほうがいいのか。 

 ○安井建築設計事務所 

   そのように考えている。 

 ○高橋氏 

   ぶつからないか。 

 ○安井建築設計事務所 

   所定のクリアランスを持っていけばいいと思っている。 

 ○高橋氏 

   ぶつかることもある。せっかく来てもらっているので、何か聞きたいことはあるか。 

 ○熊本市 

   先ほど伺った通り、こちらの報告書で良くやっているということだったので。今後、もう少し

ステージが変わっていく際に、もしもご縁があれば、色々アドバイスなど頂ければと存ずる。 

 ○高橋氏 

   やはり東京で見ている件数が違う。だからその分は色々と相談は乗れる。東京には全国から来

るから、何をやっているのかは予想がすぐに付く。 

 ○熊本市 

   今回、基礎や外壁の改修が非常に困難ということだが、建て替えとなるとやはりなかなか。 

 ○高橋氏 

   そこまでやらなくてもいいのではないかと言う方がいたかもしれないが、結局はやらなくては

ダメになる。これで大丈夫か。 

○熊本市 

   本日は本当にありがとうございました。 

 

 



公共施設マネジメント調査特別委員会 これまでの振り返り 

１．委員会の概要 

（1）設置目的 

  社会環境の変化や地域特性に応じた適切な公共サービスの提供と安定した財  

 政運営を両立させるための公共施設マネジメントに関する調査 

 

（2）調査項目 

 ①公共施設のあり方について 

  ・公共施設の現状と今後の方向性について 

 

 ②公共施設の適正管理及び有効活用について 

  ・施設白書及び公共施設等総合管理計画の策定について 

 

 ③公共施設の個別課題について 

  ・市民病院の建て替えや花畑町別館の耐震化への対応など、個別具体的な課   

   題については必要に応じて議論する。 

資料２ 

Ｈ30.2.25 資産マネジメント課 

１ 



公共施設マネジメント調査特別委員会 これまでの振り返り 

２．開催状況 

  平成２７年度～平成３０年度（４年間） 

  開催回数 １９回 

  （主な議題） 

  平成２７年度（３回） 

   ・公共施設のあり方（現状と今後の方向性）について ・施設白書について 

   ・花畑町別館について 

  平成２８年度（８回） 

   ・市民病院再建について ・被災公共施設解体について 

   ・公共施設等総合管理計画の策定について 

  平成２９年度（３回） 

   ・公共建築物長寿命化指針について ・総合管理計画の推進に向けて 

   ・花畑町別館跡地利活用について 

  平成３０年度（５回） 

   ・総合管理計画の推進に向けて（公共施設マネジメント推進本部設置ほか） 

   ・市役所本庁舎の今後の整備等について 

 

 

 

 

２ 



公共施設マネジメント調査特別委員会 これまでの振り返り 

３．具体的な取り組み 

（1）施設白書（Ｈ28.3月）※Ｈ27年度以降毎年度策定 

  本市の公共施設の現状と課題を整理 

（2）公共施設等総合管理計画の策定（Ｈ29.3月） 

  ３つの基本方針と延床面積20％削減と長寿命化７０年を目標に設定 

（3）公共建築物長寿命化指針の策定（Ｈ30.3月） 

  総合管理計画に基づき、今後の施設長寿命化に向けた指針の策定 

（4）公共施設マネジメント市民シンポジウムの開催（平成29年10月） ※日本政策投資銀行等共催 

  テーマ：あたらしい街づくりに向けたこれのからの公共施設のあり方 

（5）公民連携の取り組み 

  熊本地域プラットフォームでのマーケットサウンディング開催 

  （テーマ：動植物園・水前寺江津湖公園） 

（6）市民病院移転再建方針の決定 

  熊本地震で被災した市民病院の移転建て替え方針を決定 

（7）花畑町別館跡地利活用 

  熊本地震で被災した花畑町別館を解体、跡地利活用を引き続き検討 

（8）市役所本庁舎の今後の整備等について検討 

  本庁舎の耐震診断結果を踏まえた検討 

   

 

 

     

 

 

 

公共施設等総合管理計画・基本方針 

市民シンポジウム 

新市民病院 
Ｈ31.10月開院予定 

３ 



公共施設マネジメント調査特別委員会 これまでの振り返り 

（9）総合管理計画を踏まえた施設整備 

  熊本地震で被災した公共施設の建替えに際して機能統合を実施 

  ・白川公園内複合施設整備（中央公民館・老人福祉センター機能）Ｈ31.7月供用開始予定 

 

 

 

 

 

  

 ・城南まちづくりセンター建替え（城南まちづくりセンター・城南老人福祉センター） 

   2020年度中供用開始予定 
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４ 



「公共施設長寿命化等基金」の設置（案） 

   

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

  初年度の積立金については、直近（平成29及び30年度）の自主財源の増収分の一部を活用することにより、33 

  億円の積立て（2月補正で予算化）を行う。（※） 
 

   ※ 過去決算を上回る土地売払収入（平成29年度）や、当初予算時からの市税の増収（平成30年度）等を活用。また、 今後の積立て 

     については、毎年度、活用可能な財源等について検討を行っていく。 

 

          

                  

  「総合管理計画の実施計画」の策定にあたって、財政運営との整合を図ってもなお、以下の課題への対応が想定 
される。 
 

・1970年代後半から1980年代前半にかけて施設整備の時期が集中していたことから、今後、当面の間、施設の大  
 規模改修が集中し、また、約30年後には建替えのピークが到来することが見込まれる。 
・また、実際に大規模改修や更新等を行っていくにあたり、設計段階から工事施工、そして竣工までの期間に複数 
 年かかることも想定され、各年度の事業費にばらつきが生じることが見込まれる。 

 
→今後の公共施設の整備を計画的に進めるため、新たな基金を設置し、毎年度の事業費に応じ 
 て活用する（取り崩す）ことで、上記の課題に対し、中長期的に財源を工面（年度ごとに必要となる 
 予算の不均衡を調整）していく。 

 今回設置する新たな基金の活用を含め、中長期的に必要な財源を確保しながら、公共施設の総
合的かつ計画的な管理・活用を推進していく。 

５ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設マネジメント調査特別委員会 

 

 

報告書（案） 

 

 
 

  

資料３ 
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１ はじめに 

 

 わが国においては、地方公共団体における公共施設等の老朽化対策が全国的

に大きな課題となっている。 

 本市でも、市民生活を支える学校、市営住宅、行政施設等の建築物や道路、橋

りょう、上下水道などのインフラ資産を多数保有しているが、これらは、昭和 50

年代を中心に整備してきており、今後、これらの大規模改修や建て替えなどが控

える中、多額の費用を要することが懸念されている。 

 今後、人口減少や少子高齢化等により、財政状況が厳しくなるとともに、公共

施設等へのニーズも変化していくことが予想される中、限られた財源で市民ニ

ーズに適切に対応しながら、公共施設等を適正に管理していかなければならな

い。 

 このような状況を踏まえ、平成 27年 5月に公共施設マネジメント調査特別委

員会を設置し、この間 19回にわたって調査を行ってきた。 

 調査過程において、平成 28年 3月に「施設白書」をとりまとめ、本市の公共

施設等の現状と課題を整理した。また、市民病院の建て替えや花畑町別館など個

別具体的な事案についても方向性を議論してきたところである。そして、これら

の議論を踏まえ本市の公共施設等の課題に対応するため、平成 29年 3月に、「公

共施設等総合管理計画」を策定した。その後、平成 30年 6月に本庁舎の耐震化

の問題が公表され、以後、集中的に議論を行ってきたところである。 

今後は、この計画が掲げる３つの基本方針（資産総量の適正化、施設の長寿命

化の推進、施設運営に要する総コストの削減）に基づき、長期的な視点を持って、

公共施設の更新・統廃合・長寿命化などを計画的に実施することにより、財政負

担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配置を実現することを目指

すこととしている。 

 以下、これまでの調査内容について報告するが、公共施設マネジメントに関す

る取り組みや今後の進め方については、将来の財政負担に大きく影響する重要

課題であることから、本特別委員会の報告としては、これまでの議論を踏まえ、

今後の公共施設マネジメントのあるべき方向性を示すこととした。 

 

〈調査項目〉 

 ①公共施設のあり方について 

 ・公共施設の現状と今後の方向性について 

 ②公共施設の適正管理及び有効活用について 

 ・施設白書及び公共施設等総合管理計画の策定について 

 ③公共施設の個別課題について 

 ・市民病院の建て替えや花畑町別館の耐震化への対応など、個別具体的な事案

については必要に応じて議論する。  
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２ 開催日程 

開催日 説明内容 

平成 27年 6 月 19日 【財政局】 

・熊本市の公共施設の現状について 

平成 27年 9 月 16日 【財政局】 

・施設白書の作成方針について 

【市長政策総室】 

・花畑町別館に関する基本方針（案）について 

平成 27年 12 月 7日 【財政局】 

・熊本市の公共施設マネジメントに向けた基本的考え

方について 

平成 28年 6 月 23日 【財政局】 

・被災公共施設の早期解体について 

【政策局・病院局】 

・熊本地震に伴う被災状況と移転再建の方針について 

平成 28年 6 月 24日 【政策局・病院局】 

・市民病院の現状と課題 

・熊本医療圏を取り巻く医療需要 

・熊本市民病院の再建について 

平成 28年 7 月 22日 【政策局・病院局】 

・熊本市民病院の再建について 

平成 28年 8 月 5日 【政策局・病院局】 

・公共施設マネジメント調査特別委員会資料 

・現地建替の概算建設費の増額要因等について 

・熊本市民病院の再建に向けた懇談会について 

平成 28年 8 月 22日 【政策局・病院局】 

・熊本市民病院再建（案）概要 

平成 28年 9 月 7日 【政策局・病院局】 

・熊本市民病院再建基本計画（案）について 

【財政局】 

・被災公共施設の解体について 

・公共施設等総合管理計画の策定方針について 

平成 28年 11月 28日 【財政局】 

・熊本市公共施設等総合管理計画（素案）について 

平成 29年 2 月 28日 【財政局】 

・熊本市公共施設等総合管理計画（案）について 

【政策局】 
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・熊本市公民連携手法活用指針の策定について 

平成 29年 6 月 7日 【財政局】 

・熊本市公共施設等総合管理計画について 

・公共施設マネジメントに向けた今後の取り組みにつ

いて 

平成 29年 9 月 19日 【財政局】 

・熊本市公共施設再編等計画の策定に当たっての基本

的考え方 

・熊本市公共建築物長寿命化指針について 

【病院局】 

・市民病院再建事業の進捗状況について 

平成 30年 3 月 8日 【財政局】 

・熊本市公共建築物長寿命化指針（案）について 

【政策局】 

・花畑町別館跡地の利活用に関する基本構想（素案）に

ついて 

平成 30年 6 月 5日 

 

【総務局】 

・平成 29年度に実施した熊本市本庁舎整備計画作成業

務委託の調査結果について 

平成 30年 9 月 11日 【政策局・総務局・財政局・都市建設局】 

・本庁舎の耐震化について 

・本庁舎の地震災害対応について 

・市有建築物の耐震化について 

平成 30年 10月 25日 【政策局】 

・現庁舎の建替経緯について 

・他都市事例紹介について 

・他都市の事例等からみる検討手順・検討項目 

平成 30年 12月 18日 

 

【財政局】 

・熊本市公共施設等総合管理計画の進め方について 

【政策局・総務局】 

・本庁舎に関するこれまでの検討経緯と今後の検討方

針（案）について 

【病院局】 

・新熊本市民病院の開院予定について 

 

平成 31年 2 月 25日 

 

【総務局】 

・学識経験者からの見解聴取の議事録について 
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【財政局】 

・調査特別委員会のこれまでの振り返り 

・公共施設長寿命化等基金の設置（案） 

【議会】 

・公共施設マネジメント調査特別委員会報告書（案） 
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３ 調査経過 

 

第１回 平成 27 年 6 月 19 日 

 

〈調査案件〉 

〇熊本市の公共施設の現状について 

 

〈説明概要〉 

◇国は、平成 25 年 11 月に、インフラ長寿命化基本計画を策定し、老朽化が進

む公共施設のあり方について基本的な考え方を示すとともに、各省庁や地方公

共団体についても所有する資産を洗い出し、今後の方向性を検討するように求

めている。 

 本市でも、今後、過去に建設された公共施設等が大量に更新時期を迎えること

や人口減少等で公共施設の利用需要が変化していくことなどが見込まれること

から、本市の公共施設等の課題を抽出し、その課題に対応するため、平成 28年

度に公共施設等総合管理計画を策定することを目指していく。 

 

〈調査項目の設定〉 

・本特別委員会では、調査項目として、まず、「１．公共施設のあり方」として、 

本市が所有する公共施設の現状把握を行うとともに、今後の方向性について 

調査する。次に、「２．公共施設の適正管理及び有効活用」として、今後作成 

される施設白書及び公共施設等総合管理計画を調査する。最後に、「３．公共 

施設の個別課題」については、市民病院の建て替えや花畑町別館の耐震化へ 

の対応など、必要に応じて調査する。 

 

 

第２回 平成 27 年 9 月 16 日 

 

〈調査案件〉 

〇施設白書の作成方針について 

〇花畑町別館に関する基本方針（案）について 

 

〈説明概要〉 

◇施設白書については、本市の公共施設全体の状況を把握し、更新、統廃合、 

長寿命化などを、長期的な視点を持って計画的に行うことにより、財政負担を 

軽減、平準化するとともに、公共施設の最適な配置を実現するため、その検討 

資料として作成するものである。 

 具体的には、各施設の老朽化の状況や利用率、運営コストなどの現状を把握 
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し、類似施設間の比較を行うことで、各施設が抱える課題を明らかにするもの 

である。 

◇花畑町別館の耐震化については、平成 13年に実施した耐震診断において耐震 

性が劣ると診断されたことから、平成 22年 10月に策定された市有建築物耐震 

対策基本方針にて平成 27 年度までに耐震化を実施する施設と位置づけられた。 

 これに基づき、課題の整理、検討の結果、耐震補強を行わず建物を解体する 

こと、また、解体後は、本庁機能の集約をはじめ、執務室の最適配置や民間ビ 

ルの賃借の解消、さらには中心市街地の活性化に向けた土地の高度利用という 

観点から、新たな施設整備を行う方針をまとめた。 

 建て替えに当たっては、公民連携手法の導入などにより財政支出の平準化を 

図ること、また、花畑町別館の文化的背景を踏まえ、記録保存を検討すること。 

さらに、本市が進めている連携中枢都市としての機能や、地方創生のための取 

り組みに資する機能を充実することについて検討することとする。 

 

〈主な意見要望事項〉 

・他都市同様に公共施設等総合管理計画期間における建て替えなどの経費が、総

額どの程度かかるのかを計画策定前に示すべきである。また、公共施設を維持

していくための財源分析もしっかり検討する必要がある。 

・施設白書での二軸評価分析は、現状のニーズ分析であるが、現状分析だけでな

く、将来ニーズが増える可能性があるという観点からの検討も必要である。 

・今後、施設を評価するに当たり、コミュニティの形成維持には、どの分野に重

点を置くのがいいのかという視点で検討するべきである。 

・北九州市戸畑区の旧区役所については、耐震診断の結果、一度リニューアルを

断念されたが、市民からの声を受け利活用された経緯があるので、花畑町別館

についても利活用方法をもう一度詳しく検証してもらいたい。 

・民間ビルや古京町別館に分散している機能の集約については、産業文化会館が

あった段階で議論されるべきであった。 

 

 

第３回平成 27年 12月 7 日 

 

〈調査案件〉 

○熊本市の公共施設マネジメントに向けた基本的考え方について 

 

〈説明概要〉 

 ◇公共施設等総合管理計画について、計画期間は平成 28年度から 40年間とし、

対象範囲は市が保有する建物と土地とする。 

財政シミュレーション結果については、インフラを除いて 40年間の更新費用
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の推計額は、1兆 240億円となり、各年度平均 256億円である。これは、過去 5

年間に更新に費やしてきた費用実績の約 2.6 倍に相当する。これに対して 20％

延床面積を削減すれば、総額が 6,364億円まで縮減し、長寿命化を図り建物の更

新周期を 70年間にすると財政の持続可能性が大きく向上すると考えている。 

これを踏まえて、基本的な考えとして、資産総量の適正化、施設の長寿命化の

推進、及び施設運営に要する総コストの削減を３つの柱とする考えである。 

計画策定にあたっては、財政部門との連携を図りつつ、また市民への説明も行

いながら進めていきたい。 

 

〈主な意見要望事項〉 

・公共施設等総合管理計画に当たっては、今後の人口減少及びそれによる税収 

 減も考慮して策定するべきである。 

・市債残高を増やさないことを前提にした場合は、どのくらい延床面積を削減 

する必要があるのかを示してもらいたい。 

・過去５年間の実績として示された 99.4億円という水準は、理論上の額であっ

て、更新費用推計で示された額と比較するに当たり、本当に適正な額かどうか

分からない。 

・市民病院の建て替えについては、市民や周辺市町の住民の利用についてそれぞ

れの割合などを踏まえ、市が単独で整備することだけでなく、組合立の選択肢

も検討すべきである。 

 

 

第４回 平成 28 年 6 月 23 日 

 

〈調査案件〉 

○被災公共施設の早期解体について 

○熊本地震に伴う被災状況と移転再建の方針について 

 

〈説明概要〉 

◇被災した公共施設のうち、花畑町別館、熊本駅周辺整備事務所、事業内職業訓

練校、古京町別館、及び中央公民館については、補修等による復旧が困難である

ことや、倒壊等による二次災害防止の危険性があるため早期に解体を行う。 

◇熊本地震に伴う市民病院の被災状況と移転再建の方針では、新耐震基準の設

定前に建設した南館について、震災後の耐震性能がさらに下がっており、施設と

して継続使用することが極めて危険な状況にある。北館についても、南館と類似

の状況であり、今後、病院機能としては使用できない。外来患者の診療は、管理

棟で継続する。 

 再建については、東町への移転を考えており、今回の震災の教訓を生かし、災
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害に強い病院、周産期母子医療を中心とした安心安全な病院、安定的で持続可能

な経営ができるコンパクトで効率性の高い病院の３つの基本理念の基に再建を

目指す。 

※説明後に現地視察 

 

 

第５回 平成 28 年 6 月 24 日 

 

〈今後の調査事項についてのとりまとめ〉 

 被災した市民病院を取り巻く状況を喫緊の課題として、「熊本市民病院基本計

画」の策定を目途に、市民病院再建にかかる調査を当面行っていくこととする。 

 

〈調査案件〉 

○熊本市民病院の現状と課題 

○熊本医療圏を取り巻く医療需要 

○熊本市民病院の再建について 

 

〈説明概要〉 

◇熊本市民病院の現状と課題について、経営の現状は、患者数と収益の推移は近

年漸減傾向にあり、経常収支比率は平成 26 年度以降 100％を切る状況となって

いる。また、人件費が類似病院の平均と比べて高いということが課題である。 

 診療の現状は、総合周産期母子医療において、多くのハイリスク妊産婦、超低

出生体重児の受入れを行っている。また、救急医療では、３つの医療センター（済

生会熊本病院、熊本医療センター、熊本赤十字病院）に次いで実績がある。課題

としては、産科医不足や本院の救急医が１名であることが挙げられる。 

◇熊本医療圏を取り巻く医療需要については、熊本県内では熊本医療圏に医師

や看護師が集中しており、周産期医療では、本院は総合周産期母子医療センター

の位置づけがなされている。また、他の政令指定都市との比較においても本市は

医療資源について大変恵まれている。 

◇熊本市民病院の再建については、本院がこれまで担ってきた責任の重さ、特に

総合周産期母子医療の分野における役割の大きさを再認識し、市民と将来を担

う子どもたちの生命、健康を守る病院を目指すこととした。再建に当たっては、

３つの方針（地震など災害に強い病院、周産期母子医療を中心とした安心安全な

病院、安定的で持続可能な経営ができる病院）を掲げて、早期実現を目指す。 

 

〈主な意見要望事項〉 

・現地建て替えと移転建て替えについて経費面、工期面、そして事業収益面の 

それぞれにおいて比較資料を示してもらいたい。その上で、メリット・デメ 
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リットを説明してもらいたい。 

・財政状況は地震での支出を考えたときに、赤字転落等にならないのか。中長 

期的な展望について示してもらいたい。 

・現地建て替えと移転建て替えについて利便性の比較を行ってもらいたい。 

・震災後の今、周産期を除き 310 名の患者は他の病院で収容できているのであ

れば、あえて市民病院をつくる必要があるのか。 

・市民病院の場所については、どこにつくったら市民の立場から利用価値が高い

かということが重要である。 

・過去の経緯や自治体病院の果たすべき基本的な役割をしっかりと押さえ、パン

デミック等の新たな対策での自衛隊や防疫関連での国との連携などを考えな

がら検討してもらいたい。 

・熊本県内の政令指定都市として、県民を含めて担わなければならない診療科目

はなんなのか。また、その必要数はどれほどなのかという基準や目安を示して

もらいたい。 

・病院の経営状況について、他都市の市民病院の経営状況の情報も提供してもら

いたい。 

 

 

第６回 平成 28 年 7 月 22 日 

 

〈調査案件〉 

○熊本市民病院の再建について 

 

〈説明概要〉 

◇平成 22年度に、熊本市市有建築物耐震対策基本方針において、市民病院の南

館の耐震性が劣るということから、27 年度までに耐震化を行うという方針が決

定された。これを受けて 24年度に市議会において、市民病院のあり方に関する

特別委員会が設置され、現地建て替えが妥当である旨の報告書がまとめられた

が、計画を順次進める中で建設コストの大幅な増加の見通しが出てきたことか

ら、平成 27年 1月に一旦着工凍結となった。その後、計画の再検討を進めてき

たところ、平成 28年 4月の熊本地震が発生した。 

 地震発生直後から、市民や関係機関から地域医療の拠点としての市民病院の

役割の重要性に関する声が多くあがったことから、早期復旧と資金不足期間の

短縮の面を考慮し、移転再建を表明することとなった。 

 前回の委員会のなかで、交通利便性や拠点性についても現地建て替えの方が

優位との議論があったが、駐車場の確保や移転後の病院敷地内へのバスの乗り

入れなどにより利便性の低下を軽減していきたいと考えている。 

 拠点性については、消防、警察、自衛隊と隣接し、円滑な連携が可能であるこ



10 

 

とに加え、ヘリポートの新設などにより災害時の対応力を高められるよう検討

を進めていく。 

 

〈主な意見要望事項〉 

・懸念されるのは費用負担の問題で、熊本地震対応で起債を増やすなかで、国 

庫補助があるにせよ財政的には厳しいと思う。見通しを示してもらいたい。 

・よりよい市民病院の再建と病院職員が早く現場復帰できるような対応を希望

する。 

・移転した場合の起債が一括償還で借り換え可能であっても、その旨を計画に

記載するべきである。 

・赤字経営をしてまで本市のみで運営するのではなく、熊本市以外の方が診療

を受けた場合は、広域的に他の自治体から拠出金を出してもらうか、あるい

は県が担うべき責任により県立病院として運営してもらうかなども考えるべ

きではないか。 

・市民のための公的病院としての機能を維持するため、安易に病床数を減らす

ことは避けてもらいたい。 

・熊本市の財政への影響について、病院建設による影響について示してもらい

たい。 

 

 

第７回 平成 28 年 8 月 5 日 

 

〈調査案件〉 

○公共施設マネジメント調査特別委員会資料 

○現地建替の概算建設費の増額要因等について 

○熊本市民病院の再建に向けた懇談会につい 

 

〈説明概要〉 

◇前回示した概略的なスケジュールについて、より詳細なスケジュール及び建

設期間中の収支見込について、年間 40億円程度の赤字の内訳を説明。さら

に、総合周産期母子医療センターの収支状況について平成 26年度決算ベース

で、費用が約 10億４千万円に対し、収益は約 6億 6千万円となっている状況

である。 

◇市民病院の基本方針については、「１市民の生命と健康を守る自治体病院と

しての役割を発揮する。」「２地域医療を支える公立病院としての使命を果た

す。」「３質の高い医療サービスを持続安定的に提供する。」とする。 
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 また、必要な診療科目数は、これまでの科目から診療科の統合や新設科など

の影響を踏まえ 27科とする。適正な病床数については、370床程度になると

考えられる。 

 

〈主な意見要望事項〉 

・歯科医師会及び熊本大学の口腔外科から、歯科口腔外科を残してほしい旨の

要望書が届いており、関係機関の意見を真摯に受けとめてもらいたい。 

・歯科口腔外科の対象者には、重度の心身障がいの方もおられ、一般の歯科で

は対応できない場合もあることから、是非とも存続を要望する。 

・移転建て替えに伴う公共交通の便数減が与える病院経営への影響についても

詳しく検討してほしい。 

 

 

第８回 平成 28 年 8 月 22 日 

 

〈調査案件〉 

○熊本市民病院再建（案）概要について 

 

〈説明概要〉 

◇市民病院の再建について、これまでの本特別委員会での議論や有識者による

懇談会の意見などを踏まえ、次のとおり再建案をまとめた。 

 新市民病院の基本方針は、方針１「市民の生命と健康を守る自治体病院とし

ての役割を発揮します。」、方針２「地域医療を支える公立病院としての使命を

果たします。」、そして方針３「質の高い医療サービスを持続安定的に提供しま

す。」である。 

診療科目数は 27科目とし、病床数は、一般病床 380、感染症病床 12、合計

392床となる。そして、施設整備方針としては、方針１「市民が利用しやすい

病院」、方針２「災害に強い病院」、方針３「効率的で環境に配慮した病院」と

する。 

事業費については、用地取得費を除いて約 234億円を予定している。 

なお、スケジュールに関しては、標準的な建設工期では、新病院開院まで約

３年を要するものと想定しているが、工期短縮に努め、早期開院を目指す。  

 

〈主な意見要望事項〉 

・公共交通を利用されている方の利便性の低下にならないように、様々な手法

を検討してもらいたい。 

・自衛隊と隣接し弾薬庫もあるので、安全性については、自衛隊と早めに協議

してもらいたい。 
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・工事については、できるだけ地元業者が行えるようにしてもらいたい。 

・周産期医療などの赤字を市民病院がすべて負担することは、病院経営に大き

な負担となるのではないか。一般会計の負担についても今後検討してもらい

たい。 

 

〈委員会のとりまとめ・要望事項〉 

 今後策定する具体的な整備計画については、現候補地での移転建て替えを前

提に進めることとする。 

今後の市民病院の再建を進めるにあたり、次の事項について委員会での議論  

の内容を十分に尊重し、計画策定に向け最善をつくされることを強く要望する 

・建設費の本市財政負担の軽減について 

・中長期的な経営の健全化について 

・歯科口腔外科存続等の診療科目の見直しについて 

・利用者の交通利便性の向上等について 

 

 

第９回 平成 28 年 9 月 7 日 

 

〈調査案件〉 

○熊本市民病院再建（案）について 

○被災公共施設の解体について 

○公共施設等総合管理計画の策定方針について 

 

〈説明概要〉 

◇熊本市民病院再建（案）については、３つの基本方針と３つの整備方針を踏 

まえ、診療科目は現在の 34科目から統合や新設を踏まえて 27科目とし、病床 

数は一般病床と感染症病床を合わせて 392床となる予定。なお、事業費は土地 

購入費を除いて約 234億円、標準的な整備期間は約３年を想定している。 

◇被災した公共施設のうち、花畑町別館をはじめとする５施設は倒壊の恐れが

あり、二次被害防止の観点から、早期に解体することを予定している。解体の

財源には、災害復旧事業債や国庫補助を活用し、極力本市の負担額を少なくす

る。また、跡地については、平成 27年 12月に公表した「公共施設マネジメン

トに向けた基本的考え方」を踏まえ、財源確保のために売却することを基本に

検討を進めていきたい。 

◇公共施設等総合管理計画については、公表している基本的考え方を踏まえ、

11月を目途に素案をとりまとめ、パブリックコメントを経て、年度内に成案化

できるように進めていきたい。 
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〈主な意見要望事項〉 

・今後、高齢者が増加することが見込まれる中で、入院需要が増えることが考

えられるため、病床数を減らすべきではないのではないか。 

・被災公共施設の解体後の跡地利活用は、売却だけでなく定期借地も考えるべ

きである。 

・花畑町別館について、危険除去という点からは解体以外にも対策があるので

はないか。 

・震災後の多額の復旧費用を要す状況から、利用可能な部分を有効的に使うた

めに、建物の利活用について、改めて検討する必要があるのではないか。 

 

 

第 10 回 平成 28 年 11月 28 日 

 

〈調査案件〉 

○熊本市公共施設等総合管理計画（素案）について 

 

〈説明概要〉 

◇本市は現在約 1,500施設（約 4,300棟）を保有するが、今後の更新費用推計

では、これらをすべて更新すると、今後毎年度、現状の 2.6倍の費用がかかる

見通しである。 

 そのため、３つの基本方針に「資産総量の適正化」「施設の長寿命化の推

進」「施設運営に要する総コストの削減」を掲げ、このうち、資産総量の適正

化に向けて、今後 40年間で公共建築物の延床面積を 20％削減することを目標

とする。また、施設の長寿命化の推進にあたり、目標耐用年数を 70年とす

る。 

 分野別方針では、例えば市営住宅においては、平成 30年度中に市営住宅の

長寿命化計画を改定すること、また建物更新の際は、高層化・集約化等を進

め、余剰土地を創出することによって、その売却ないしは有効活用策について

考えていくことなどを記している。 

 計画策定後は、ＰＤＣＡサイクルで進行管理を実施し、庁内での情報共有や

職員の意識改革を進めていく。 

 

〈主な意見要望事項〉 

・更新費用推計には熊本地震の影響が入っていない。その影響を考えたときに 

延床面積の削減が 20％です済むのか。 

・これだけの計画をどのような体制で進めていくのか。資産マネジメント推進

室が中心になって各部署に働きかけるだけならば、今までと変わらないので

はないか。 
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・市営住宅は福祉的な役割も担っているので、今後市営住宅に対するニーズも

十分に研究した上で、そのあり方や長寿命化計画を検討してもらいたい。 

・市営住宅について、将来的に人口が減少したとしても安易に削減するのでは

なく、ニーズをしっかりと把握しながら適正管理に努めてもらいたい。 

・５年ごとの計画見直しに当たっては、あまり固定的に考えず、フレキシブル

に状況に応じた評価をしてもらいたい。 

 

 

第 11 回 平成 29年 2 月 28 日 

 

〈調査案件〉 

○熊本市公共施設等総合管理計画（案）について 

○熊本市公民連携手法活用指針の策定について 

 

〈説明概要〉 

◇熊本市公共施設等総合管理計画（案）については、素案公表後にパブリック

コメントを実施し、その結果や予算編成等との整合を図った上で必要な修正を

行った。 

◇熊本市公民連携手法活用指針については、国の取り組みを踏まえて、人口 20

万人以上の地方公共団体に、公民連携手法の優先検討指針を整備するように要

請があったことから、平成 16年に策定したＰＦＩ指針を改正するものであ

る。 

 

〈主な意見要望事項〉 

・今後さまざまな施設の廃止については、行政の都合でどんどん進めるのでは 

なく、市民の合意を得ながら進めてもらいたい。 

・パブリックコメントを出す市民は少ないので、施設の廃止にあたっては、地

域と利用者の同意が得られるように説明するべきである。 

・花畑町別館については、改めて建物の価値やまちづくりへの生かし方という

視点から考えていく課題であるため、解体工事の延期や建て替え方針の撤回

を強く要望する。 

 

 

第 12 回 平成 29 年 6月 7 日 

 

〈調査案件〉 

○熊本市公共施設等総合管理計画について 

○公共施設マネジメントに向けた今後の取り組みについて 
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〈説明概要〉 

◇平成 29年 3月に熊本市公共施設等総合管理計画を策定した。今後は、計画

の基本方針に沿って取り組みを進めていく。なお、具体的な取り組みとして

は、今後、公共施設再編等計画を策定し、資産総量の適正化並びに運営に要す

る総コストの削減に努めていく。また、長寿命化指針を策定し、耐用年数 70

年を目指し、長寿命化を推進していく。 

 

〈主な意見要望事項〉 

・計画については、素案が固まる前にも市民の意見を聞いてもらいたい。 

・公園については、地域バランスや防災上の役割にも配慮してもらいたい。 

・計画は総論賛成、各論反対になりやすい。早い段階から市民に参加していた 

だくとともに、再編計画等の策定にあたっては、市民、利用者の合意形成に 

十分配慮し進めてもらいたい。 

・施設の統廃合などについては、市民にマイナスイメージを持たれることが多

いので、将来を見据えて複合的な施設など夢のあるイメージを持ってもらえ

るように工夫してほしい。また、市民のアイデアも計画に反映してほしい。 

・延床面積 20％削減や長寿命化してもなお、財政シミュレーションでは乖離が

あるため、今後いずれかの時期に、40年間かけて削減していく影響等につい

て、財政見通しで示してもらいたい。 

 

 

第 13 回 平成 29 年 9月 19 日 

 

〈調査案件〉 

○熊本市公共施設再編等計画の策定に当たっての基本的考え方 

○熊本市公共建築物長寿命化指針について 

（報告） 

○市民病院再建事業の進捗状況について 

 

〈説明概要〉 

◇公共施設再編等計画の掲載内容については、平成 31年度から平成 35年度の 

５年間のスケジュールを分野毎に掲載することとしている。また、再編等手法 

としては、機能統合や集約化に加え、余剰地の売却や利活用についても検討し 

ていく予定である。 

◇長寿命化に関しては、今後、予防保全対象施設や対象部位の選定を行い、 

保全手法などについても長寿命化指針の中に盛り込む予定である。なお、平成

31年度までに個別長寿命化計画を策定し、財政状況等を勘案しながら計画的な

保全に取り組んでいく予定である。 
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〈主な意見要望事項〉 

・一つ一つの施設に利用者がいるので、利用する団体等からしっかり意見を 

聞いた上で、施設の方向性を検討してもらいたい。 

・ＭＩＣＥ施設などの新設により延床面積は当面増加することが見込まれるの

で、既存の公共施設は 20％どころではなく、30％近く削減が必要になるの

ではないか。 

・今後、数字合わせのために施設の削減が進んでいくのではないか懸念する。 

・計画策定に当たっては地域間格差についても考慮してもらいたい。 

・更新費用については、中期財政見通しのようにできるだけ毎年度精査した数 

字を示してもらいたい。 

 

 

第 14 回 平成 30 年 3月 8 日 

 

〈調査案件〉 

○熊本市公共建築物長寿命化指針（案）について 

○花畑町別館跡地の利活用に関する基本構想（素案）について 

 

〈説明概要〉 

◇熊本市公共建築物長寿命化指針（案）については、学校施設や市営住宅、そ

して公営企業などを除いた施設のうち、防災拠点としての位置づけや建築基準

法で定期点検対象となっているかなど一定の要件を満たすものを予防保全の対

象施設とすることとした。 

 今後は、平成 31年度中に個別長寿命化計画、平成 32年度中に 5年間の見込

みを示す短期保全計画を策定する予定である。 

◇花畑町別館跡地の利活用に関する基本構想（素案）については、平成 27年 9

月の基本方針では、早期解体すること、本庁機能集約並びに高度利用の観点か

ら新たな施設整備を行うこと、そして財政上の負担軽減の観点から公民連携手

法による具体的な建て替え手法について検討していくことの３つを掲げてき

た。 

 その後、熊本地震を経て、倒壊の危険性があることから速やかに解体工事を

行ったところである。 

 今回は、新たな施設整備に当たり、現状と課題を踏まえ、３つの視点（市民

サービス及び業務効率の向上と本庁舎の老朽化・耐震化への対応、熊本地震か

らの復興と中心市街地の活性化、財政負担の軽減と平準化）から検討を行い、

中央区役所等とにぎわい機能をもった商業施設などの複合施設として、隣接地

権者との一体的な新施設整備を、公民連携手法を用いて進めていく予定。 
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〈主な意見要望事項〉 

・跡地の利活用に向けては、周辺商店街や地域住民の意見を聞くべきである。 

・中央区役所を移すことについては、そもそも区役所にどのような機能を持た 

せるのかということを議論するべきである。 

・基本構想ではあるが、本庁舎の将来的な機能などについて行政の考えがあま 

り見えてこないので、十分な議論が必要である。 

・区役所の移転については、バス停の問題をはじめ市民の交通利便性について 

第一に考える必要がある。 

・基本計画策定に向けては行政主導だけで進めないように求めたい。 

 

 

第 15 回 平成 30 年 6月 5 日 

 

〈調査案件〉 

○平成 29 年度に実施した熊本市本庁舎整備計画作成業務委託の調査結果につ

いて 

 

〈説明概要〉 

◇平成 29年度に実施した熊本市本庁舎整備計画作成業務委託について、その 

調査結果を報告。庁舎耐震性の法的整理や本庁舎（行政棟）及び議会棟の耐震 

性能評価、そして耐震改修に関する課題を説明。今後、防災拠点施設である本 

庁舎の整備の方向性について議会と連携しながら議論を深め、早急に対応を図 

っていくこととする。 

 

〈主な意見要望事項〉 

・市は本庁舎以外にも多くの建築物を所有している。優先順位を付けながら考え

ていく必要がある。 

・どのような方向性が示されることになっても多額の費用が必要となる。事業の

優先順位付けをするにあたり、執行予定の事業について可能な限り、一旦、凍

結や白紙とするなどの対応が必要ではないか。 

・他の政令指定都市の状況などについて、資料を提出してもらいたい。 

 

 

第 16 回 平成 30 年 9月 11 日 

 

〈調査案件〉 

○本庁舎の耐震化について 

○本庁舎の地震災害対応について 
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○市有建築物の耐震化について 

 

〈説明概要〉 

◇平成 29年度の調査結果の検証については、県内外の４名の学識者から意見

を聴取したところ、調査結果については、一般的な設定や手法を選択してお

り、概ね妥当との意見をいただいた。 

◇本庁舎の耐震化に関する他都市の事例、整備に係る事業費及び合併推進事業

債を活用する場合も含めた財源、本庁舎の地震災害対応、並びに市有建築物の

耐震に関するこれまでの経緯及び考え方について報告。 

 

〈主な意見要望事項〉 

・調査結果の検証については、数値的な部分も含めてもう少し詳細な説明を求め

たい。また、議事録も出してもらいたい。 

・最も重要なことは、熊本地震後の本庁舎の状況から、全面的な建て替えをする

ことが賢明かどうかという議論が必要であると思う。 

・本庁舎建て替えという重要な問題について、当委員会で方向性を定めるのは困

難であり、市議会の改選後、この問題に特化して話し合うべきである。 

・この施設のライフサイクルコストだけでなく、複式簿記（公会計）の観点から

市全体の資産が数値的にどのようになるのか示してもらいたい。 

・財源確保の観点から、基金の設置や市有財産の有効活用も検討すべきである。 

 

 

第 17 回 平成 30 年 10 月 25 日 

 

〈調査案件〉 

○現庁舎の建替経緯について 

○他都市事例紹介について 

○他都市の事例等からみる検討手順・検討項目について 

〇学識経験者からの見解聴取の議事録の提出（配布のみ） 

 

〈説明概要〉 

◇現庁舎の建て替えの経緯については、当時老朽化や狭隘化等の課題が顕在化

したことから、昭和 56年 10月に建設された。候補地として、市街地の４箇所

が候補とされ、交通の利便性、他の官公庁などのサービス施設との位置関係並

びに用地取得の容易性などの観点から、現在地が選定された。 

建て替えに当たっては、昭和 47年 3月に議会に特別委員会が設置され、議

論を経て執行部・議会で合意形成がなされている。 
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なお、市民への説明等としては、特別委員会の場において、建て替えの前に

各種団体を代表する方々による広聴会並びに一般市民を招いての広聴会が開催

されている。 

◇他の政令指定都市等の本庁舎整備における整備内容や財源等、並びに検討手

順・検討項目について説明。 

 

〈主な意見要望事項〉 

・調査結果検証の議事録について、市が発言したのか、受託事業者なのか、さら

には学識経験者なのかわかりにくいので、だれが発言したのか詳細なものを

提出してもらいたい。 

・執行部には今後のスケジュールを早期に示されるとともに、議会改選後に特別

委員会を設置し、より深く議論が出来る環境を整備してもらいたい。 

 

 

第 18 回平成 30 年 12 月 18 日 

 

〈調査案件〉 

○熊本市公共施設等総合管理計画の進め方について 

○本庁舎に関するこれまでの検討経緯と今後の検討方針（案）について 

（報告） 

○新熊本市民病院の開院予定について 

 

〈説明概要〉 

◇「熊本市公共施設等総合管理計画の進め方」について、これまで、公共施設

再編等計画の本年度中の策定を目指してきたが、検討過程における様々な議論

や意見を踏まえ、その考え方を見直すこととした。 

 公共施設等総合管理計画の目的は、施設の維持管理、更新に係る費用の抑制

と平準化による財政負担の軽減であるが、そのためには、本年度中に策定する

学校施設や市営住宅の個別長寿命化計画、さらに平成 31年度に策定するその

他の施設全般の個別長寿命化計画に基づき今後見込まれる更新費用等に対し、

各施設分野において公共施設等総合管理計画に掲げる３つの基本方針に沿って

様々な取組を進めていく必要がある。 

 そこで、これらの取組を総合的に推進していくため、庁内に公共施設マネジ

メント推進本部を設置し、財政運営との整合を図りつつ、施設の計画保全や再

編等に係る全庁的な総合調整と進行管理を行う仕組みとして「熊本市公共施設

マネジメントシステム」を構築する。また、このシステムにおいて検討・調整

が行われた各種取組を、公共施設再編等計画に代えて策定する「公共施設等総

合管理計画・実施計画（仮称）」に毎年度反映（ローリング）していく。な
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お、検討の過程で、随時、地域住民や利用者等との意見交換などを実施する予

定。 

◇本庁舎に関するこれまでの検討経緯と今後の検討方針（案）、及び新熊本市

民病院の開院予定について説明。 

◇議会棟の耐震化については、現状では耐震補強で対応可能であり、耐震性不

足に対し耐震補強を行うことも選択肢の一つである。本庁舎の耐震補強が困難

な状況から、今後、本庁舎整備と議会棟の耐震化を考えていくなかで一体的な

検討も必要ではないかと考えている。 

 

〈主な意見要望事項〉 

・減築についてもさまざまなケースをより詳細に調査することが必要ではない

か。現状での市の建て替えありきの説明は拙速すぎると思う。 

・学識経験者の見解が建て替えの根拠になるのであれば、名前の公開を再考する

べきである。 

・議会棟については耐震補強が可能であるということから、現時点では本庁舎建

て替えの問題とは切り離してよいと思う。 

・建て替えの是非に関し、今後、議会が判断していくためには、各委員からの 

疑問や要望を充足するような資料の提供に努めてもらいたい。 

・今後の公共施設等総合管理計画の進め方について、執行部より方針転換が示 

されたが、これまで本特別委員会で議論してきた経緯を踏まえ、議会への報 

告のあり方を含め、適切に計画の推進が引き継がれるよう求めたい。 

 

 

第 19 回平成 31 年 2 月 25 日 

 

〈調査案件〉 

〇学識経験者からの見解聴取の議事録について 

○調査特別委員会のこれまでの振り返り 

〇公共施設長寿命化等基金の設置（案） 

〇公共施設マネジメント調査特別委員会報告書（案） 
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４ 行政視察及び本省要望活動 

 

平成 27年度（平成 27 年 11月 11日～13日） 

 

【市川市】 

・６つの機能からなる複合施設ＰＦＩ事業について 

【千葉市】 

・千葉市公共施設等総合管理計画について 

《本省要望活動》 

・公共施設最適化事業債等の恒久化について（総務省） 

・インフラや公営住宅の老朽化対策に対する支援措置の充実について    

（国土交通省） 

・学校施設の老朽化対策に対する支援措置の充実（文部科学省） 

 

平成 29年度（平成 29 年 11月 6日～8日） 

 

【横浜市】 

・公民連携・ＰＦＩ事業並びに瀬谷区総合庁舎及び二ツ橋公園整備事業につ 

いて 

【千葉県鋸南町】 

・都市交流施設・道の駅保田小学校（廃校利活用）について 

【渋谷区】 

・ケアコミュニティ・原宿の丘（廃校利活用）について 

 

平成 30年度（平成 30 年 8月 29日～31日） 

 

【さいたま市】 

・本庁舎耐震補強事業について 

【横浜市】 

・横浜市立みなとみらい本町小学校（期間限定の小学校整備）について 

【世田谷区】 

・本庁舎整備事業について 
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５ まとめ 

 

高度成長期を中心に整備してきた公共施設の多くが老朽化にともなう更新等

のタイミングを迎え、今後多額の財政負担が見込まれる中、本市議会は、平成２

７年度に公共施設マネジメント調査特別委員会を設置し、この間、「施設白書」

をとりまとめ、この中で明らかとなった課題に対応するため、公共施設の適正管

理及び有効活用の観点から、平成２９年３月、取り組みの指針となる「公共施設

等総合管理計画」が策定された。 

この計画では、下記の３つの基本方針を掲げ、計画期間の４０年間で施設の延

床面積２０％削減や、施設長寿命化により耐用期間を７０年に延ばすことが目

標とされている。 

・方針１ 資産総量の適正化 

・方針２ 施設の長寿命化の推進 

・方針３ 施設の運営に要する総コストの削減 

また、これまで１９回にわたる本特別委員会での議論において、平成２８年熊

本地震の発生等により、個別重要課題として、市民病院の建て替えや花畑町別館、

市役所本庁舎の耐震化等の調査を行ってきたところである。 

今後、執行部において、個別施設の長寿命化計画を策定し、大規模改修や更新

などの具体的な経費を積み上げていくこととなるが、公共施設マネジメントを

推進する上で、財政運営との整合を図りつつ、上記に掲げる３つの基本方針に沿

った取り組みが求められる。 

本特別委員会における調査のとりまとめにあたり、執行部においては、少子高

齢化が進展する中、公共施設等の総合的かつ計画的な管理・活用を推進し、将来

の財政負担の軽減・平準化に向け、鋭意取り組まれることを強く要望するととも

に、これまでの議論の内容を踏まえ、施策ごとの主な要望事項を次のとおり示す

ものである。 

 

 

（１）熊本市公共施設等総合管理計画の推進について 

・計画目標の達成に向けては、延床削減ありきではなく、市民や利用者の意 

 見を十分に聞きながら、納得性を高めていくこと。 

 ・公共施設の配置については、地域間の均衡が図られるよう配慮すること。 

 ・個別長寿命化計画策定後、所要経費を積み上げ、速やかに財政見通しを示 

すこと。 

・「公共施設等総合管理計画・実施計画（仮称）」策定においては、検討状況 

等を適宜議会へ報告し、適切に意見の反映に努めること。 
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（２）新熊本市民病院について 

・本特別委員会での早期再建に向けた議論の内容を踏まえ、市民病院が担う 

責任と役割の大きさを十分に認識し、再建基本計画に掲げる３つの基本方 

針の取り組みに最善をつくすこと。 

・中長期的な経営の健全化に努めること。 

 

 

（３）市役所本庁舎・花畑町別館跡地について 

・耐震性不足による本庁舎建て替えの是非を判断するにあたり、建て替えが 

 必要となる根拠の部分を丁寧に説明するとともに、議会及び市民への積極 

 的かつ詳細な情報提供に努めること。 

・本庁舎整備等の問題は極めて重要な案件であることから、改選後の市議会に 

おいて特化した特別委員会を設置し、さらに議論を深めていくこと。 

・花畑町別館跡地の利活用については、本庁舎整備等の論議の方向性を踏ま 

え、区役所と本庁舎の機能・役割分担について十分な検討を重ねること。 

 

 


